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序     文 

 
独立行政法人国際協力機構は、バングラデシュ国と締結した討議議事録（Record of Discussion： 

R/D） に基づき、同国における農村インフラの整備を担当する地方行政・農村開発・協同組合省、

地方行政技術局の技術力の強化と人的資源開発を目的とする、技術協力プロジェクト「農村開発

技術センター機能強化計画」を、2003 年 1 月 10 日から 3 年間の予定で実施しています。 
このたび、プロジェクトの協力期間終了を約 6 カ月後に控え、協力期間中の活動実績などにつ

いて、バングラデシュ国側と合同で総合的な評価を行うとともに、次期フェーズ実施に係る対応

策などを協議するため、2005 年 7 月 19 日から同年 8 月 6 日まで、同農村開発部第二グループ長  

横井 幸生を団長とする終了時評価調査団を現地に派遣しました。 
本報告書は、同調査団によるバングラデシュ国政府関係者との協議、及び評価調査結果などを

取りまとめたものであり、本プロジェクト並びに関連する国際協力の推進に活用されることを願

うものです。 
終わりに、この調査にご協力とご支援をいただいた内外の関係各位に対し、心から感謝の意を

表します。 
 

平成 17 年 10 月 
 

独立行政法人国際協力機構  
農 村 開 発 部 
部  長  古  賀  重  成 

 
 



目     次 
 

序文 

目次 

写真 

略語一覧 

評価調査結果要約表 

 

第１章 終了時評価調査の概要････････････････････････････････････････････････････････ 1 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的････････････････････････････････････････････････････ 1 

１－２ 調査団の構成と調査日程････････････････････････････････････････････････････ 2 

１－３ 主要面談者････････････････････････････････････････････････････････････････ 4 

１－４ プロジェクトの概要････････････････････････････････････････････････････････ 5  

 

第２章 終了時評価の手法････････････････････････････････････････････････････････････ 7 

２－１ 合同評価･･････････････････････････････････････････････････････････････････ 7 

２－２ 調査の実施手順････････････････････････････････････････････････････････････ 7 

２－３ PDM･･････････････････････････････････････････････････････････････････････ 8 

  

第３章 達成度の結果････････････････････････････････････････････････････････････････ 9 

３－１ 投入実績･･････････････････････････････････････････････････････････････････ 9 

３－２ 上位目標･･････････････････････････････････････････････････････････････････ 9 

３－３ プロジェクト目標･･････････････････････････････････････････････････････････10 

３－４ 成果･･････････････････････････････････････････････････････････････････････10 

３－５ プロジェクト運営体制･･････････････････････････････････････････････････････11 

 

第４章 評価 5 項目の評価結果････････････････････････････････････････････････････････14 

４－１ 妥当性････････････････････････････････････････････････････････････････････14 

４－２ 有効性････････････････････････････････････････････････････････････････････15 

４－３ 効率性････････････････････････････････････････････････････････････････････15 

４－４ インパクト････････････････････････････････････････････････････････････････16 

４－５ 自立発展性････････････････････････････････････････････････････････････････17 

 

第５章 分野別活動実績の評価分析････････････････････････････････････････････････････19 

５－１ 農村開発分野･･････････････････････････････････････････････････････････････19 

５－２ 農村インフラ技術情報整備分野･･････････････････････････････････････････････23 

５－３ 研修分野･･････････････････････････････････････････････････････････････････28 

 

第６章 結論････････････････････････････････････････････････････････････････････････32 

 



 

第７章 提言と教訓･･････････････････････････････････････････････････････････････････33 

７－１ 提言･･････････････････････････････････････････････････････････････････････33 

７－２ 教訓･･････････････････････････････････････････････････････････････････････33 

 

付属資料 

1. 協議議事録（M/M）および評価レポート 

2. PDM（和文） 

3. 達成グリッド、評価グリッド（和文） 

4. 質問票回答集計 

 



写     真 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

C/P 機関プロジェクト関係者によ

るプロジェクトの成果、進捗状況

などのプレゼンテーション 

分野別インタビュー 

（農村開発分野） 

コミラ県への現地視察、LGED に 

よって建設された橋を見学 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

上：JCC ミーティングにて M/M

へ署名 

 

下：合同評価メンバー及びプロ

ジェクト専門家、C/P 機関責

任者など 



 1

略 語 一 覧 

 

ADB Asian Development Bank アジア開発銀行 

CAD computer-aided design コンピュータ支援設計 

GIS geographic information system 地理情報システム 

GOB Government of Bangladesh バングラデシュ政府 

JBIC Japan Bank for International Cooperation 国際協力銀行 

JCC Joint Coordinating Committee 合同コーディネーション 

委員会 

JICA  Japan International Cooperation Agency 国際協力機構 

LGED Local Government Engineering Department 地方行政技術局 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・ 

マトリックス 

PD Method Process Description Method プロセス記述法（PD 法） 

PO Plan of Operation 実施計画 

PRSP Poverty Reduction Strategic Paper 貧困削減戦略文書 

R/D Record of Discussion 討議議事録 

RDEC Rural Development Engineering Center 農村開発技術センター 

SIDA The Swedish Agency for International Development    スウェーデン開発庁 

TNA Training Needs Assessment 研修ニーズ調査 

WB The World Bank 世界銀行 
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評価調査結果要約表 
 
１．案件の概要 

国名：バングラデシュ国 案件名：農村開発技術センター機能強化計画 
分野：農業一般 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署：農村開発部 協力金額（評価時点）：2.5 億円 

先方関係機関：地方行政・農村開発・協同組合省

（MLGRD&C）地方行政技術局（LGED） 
日本側協力機関：農林水産省 協力期間 

(R/D)：2003 年 1 月 10 日～ 
    2006 年 1 月 9 日 
(延長)： 
(F/U)： 
(E/N)(無償) 

他の関連協力：JBIC、アジア開発銀行 

１－１ 協力の背景と概要 

バングラデシュ国（以下、「バ国」）政府は、第 5 次 5 カ年計画（1998 年～2002 年）において

地域開発及び貧困緩和を重要課題の一つとしており、そのために具体的には農村インフラ整備

を最優先事項としてあげている。この課題に対応すべく、地方政府・農村開発・協同組合省地

方政府技術局（LGED）は、ドナーの協力のもと、農村インフラ整備事業を実施している。 
 現在、第 3 次農村インフラ整備事業として、最も貧困層が多いとされるバ国北部において、

アジア開発銀行、国際協力銀行（JBIC）の協調融資のもと、LGED が実施機関となり、農村イン

フラ整備事業（灌漑施設整備、農村道路整備等）が進められている。またバ国政府は、同事業

の一環として、農村開発技術センター（RDEC）の設置を事業化し、本センターを、LGED にお

ける農村インフラ整備技術の中核となるべき組織として機能させることを目指している。 
これまで LGED が行った農村インフラ整備事業実施にあたっては、ドナーからの事業費で雇

用されたコンサルタントがそれぞれのプロジェクトの中で計画、設計、施工管理業務を担って

きた。しかしながら、LGED として統一された技術基準に基づき事業を実施する体制にはなく、

この統一化が重要な課題となっている。また、各プロジェクトを適正かつ効率的に運営するに

あたり、統一された技術基準に則って LGED 正規職員の体系的な技術能力向上を図ることを今

後の課題としている。 
バ国政府は、1999 年 4 月わが国に対し、RDEC の機能強化に係る技術協力を要請してきた。

JICA は事前評価調査団及び実施協議調査団を派遣し、2002 年 9 月 25 日の実施協議締結に基づ

き、2003 年 1 月 10 日から 3 年間の予定でプロジェクトを実施中である。  
技プロにおいては、LGED が担当する農村インフラに係るテクニカルライブラリーの整備、関

連するインフラ施設の計画・設計・施工にかかる基準の標準化、事業を担当する LGED のスタ

ッフの技術の向上、計画・技術管理能力を向上させるために研修部門を強化することを目標と

している。これにより、LGED で整備されるバ国のインフラの質の向上が期待されている。 
 

１－２ 協力内容 

(1) 上位目標 

RDEC の自立的運営が持続される。 

(2) プロジェクト目標  

RDEC が LGED における技術的中核として機能するための準備が整う。 

(3) 成果 

1) 各プロジェクトの技術知識と経験が RDEC に蓄積され、LGED 内に普及される準備が整

う。 

2) 技術基準や適用技術の管理が改善される。 

3) RDEC の機能発揮に向けて、現状研修システムが基礎的不足技術の補強も含めて改善さ

れる。 
4) 成果 1～3 を反映し、RDEC の今後の運営方針（ステップアッププラン）として策定され

る。  
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(4) 投入（評価時点） 

   日本側： 
    長期専門家派遣   4 名    機材供与       19,972 千円 
    短期専門家派遣  10 名     ローカルコスト負担  47,421 千円 
    研修員受入    16 名 
   相手国側： 
    カウンターパート配置 19 名   機材購入   なし 
    土地・施設提供等ローカルコスト負担 1,597 万タカ 

２．評価調査団の概要 

横井 幸生 総括 
国際協力機構 農村開発部第 2 グループ（畑作地帯）

グループ長 

永代成日出 農村開発 
国際協力機構 国際協力総合研修所  
国際協力専門員（農業開発・灌漑） 

井田 充則 
農村インフラ

技術情報整備 
農林水産省 大臣官房国際部国際協力課  
海外技術協力官 

稲森 岳央 評価分析 
国際協力機構 地球環境部第 1 グループ 
森林保全第 2 チーム 元ジュニア専門員 

調査者 

渋谷 優子 計画評価 
国際協力機構 農村開発部第 2 グループ 畑作地帯 
第 1 チーム ジュニア専門員 

調査期間 2005 年 7 月 19 日～8 月 6 日 評価種類：終了時評価 
３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

(1) プロジェクト目標について 

プロジェクト終了時までにプロジェクト目標は達成予定である。総じて、C/P 機関に 
おいて、技術者の能力の向上や様々な新システムなどの導入により、LGED が技術的中核と

して機能を発揮するための準備はほぼ整ったと評価できる。 

(2) 成果について 

成果ごとの実績をまとめると以下の通りであり、当初計画はほぼ達成された。 

①成果 1 
RDEC の建設が遅れ、ライブラリーは 2005 年 1 月に設立された。2005 年 8 月まで約 5,000

の資料やデータが収集された。収集された書籍や資料が LGED 内で共有されるために、検

索ソフトを導入しデータを入力中。一部の資料の電子データ化も進む。 

②成果 2 
適用技術の調査、技術の共通部分の抽出と利用不整合の確認、不足技術の特定、これら結

果に基づいて 9 つのマニュアル類が取りまとめられた。GIS による参加型農村開発手法、プ

ロジェクトモニタリングシステム、地方道路維持管理システムには大きな改善が見られる。

③成果 3 
当初予定より TNA 調査に時間がかかり進捗に遅れが生じた。しかしながら、実質的な成

果は農村インフラの計画・デザイン・施工・維持管理に関連する 8 つの研修コースの充実

化を通じて達成されている。20 の研修教材が取りまとめられた。 

④成果 4 
この時点までの成果は無いが、8～10 月派遣予定の短期専門家の協力を得て、成果１～3

に基づいたステップアッププランを策定予定である。 
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３－２ 評価結果の要約 

(1) 妥当性 

農村インフラ整備は、バ国の国家開発政策（PRSP）において高い優先度を与えられてい

ることから、目標の設定はバ国の政策に合致しており、また、最終受益者である農村部の住

民のニーズも満たしている。さらに、わが国の対バングラデシュ国別援助計画で強調する重

点項目のひとつである、農業・農村開発と生産性向上にも合致している。 
また、C/P 機関である LGED の技術開発、人的資源開発は、ターゲットグループである職

員のニーズを満たしていると言える。 
よって妥当性は高いと評価する。 

(2) 有効性 

プロジェクト目標は概ね達成されている。特に成果 3 までは、その目標がほぼ達成され

ており、有効性は高い。しかし、成果 4 のステップアッププランの策定に関しては、残りの

協力期間で多大な努力が必要である。プロジェクト目標への外部条件はほぼ満たされてお

り、その影響は見られない。 

(3) 効率性 

インプットと比較し、LGED の業務改善のための多大な技術的、組織的なアウトプットが

発現しており、効率性は高い。一部の品質管理機器の設置の遅れ（JBIC 案件）により短期

専門家派遣も遅れたが、全般的には必要な投入が適切に行われ、その成果が現れており、

効率性は高い。 

(4) インパクト 
RDEC の活動を今後も継続していくための LGED による予算措置及び組織的な位置づけ

の明確化がなされた場合は、上位目標が達成される可能性がある。技術的かつ人材開発の意

味において、LGED に与えた組織的なインパクトは大きいと判断される。特に、新しい技術

の導入、GIS 活用による新たな農村開発手法の提示、農村インフラ設計のために導入した新

しいデータ管理システム、新しい Trainer’s Training 手法の技術移転に関しては、インパクト

が高いことが認められる。 

(5) 自立発展性 

バ国の政策において、農村開発が重要視されていること、農村インフラのニーズが高い

ことから、LGED は今後も RDEC の活動を推進していくことが予想される。ただし、本プ

ロジェクトの成果を自立発展的に生かすための予算措置、及び RDEC の組織の明確化を

LGED が行うことが前提条件である。また、バ側が中心となった各種の活動が行われており、

技術的な自立発展性は高いと思われる。しかし、通常予算の確保は現在のところ限定的で、

今後も十分な予算の確保は難しいと思われる。予算措置に関しては、政府予算だけに頼らず、

様々な資金源の模索が必要である。供与機材は適切に管理されており、プロジェクト終了後

も維持管理費用は開発予算から確保するシステムが確立されている。 
 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること 

•  JBIC 案件により RDEC のセンターの建設が実施され、プロジェクトはこの建物を拠点  
としてセンターを技術的な中核を担う機関とすべく活動を展開でき、相乗効果があっ

た。 
•  C/P 機関である LGED が比較的有能な機関であった。 

(2) 実施プロセスに関すること 

•  PDM などの当初計画にはなかったが、プロジェクトの運営管理の機能において C/P 機

関の主体性を持たせるため、作業部会を設置し、重要な決定は作業部会にかけるという

方法を取った。 
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•  モデルサイトの設置により具体的成果を目に見える形で提示した。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関すること 

•  RDEC の LGED における組織的な位置づけが曖昧だったため、成果 4 のステップアッ 
ププランがどういう位置づけでどういう内容の計画なのかについて、プロジェクトの途

中で混乱が生じた。 

(2) 実施プロセスに関すること 

    特になし。 

 

３－５ 結論 

多くの活動については十分な達成状況にある｡評価時点で進捗が遅れている活動項目がある

が、残りの期間の活動を加速化・充実化させることにより、目標の達成は可能。 
本プロジェクトが、RDEC の立ち上げであることに留意し、当初の計画通り 2006 年 1 月をも

って終了することとする。 
 

３－６ 提言 

(1) プロジェクト終了時までの活動に関する提言 

未達成の状況にある分野に関する着実な進捗を図る。特に、LGED における RDEC の位

置づけを明確にした上で、今後の機能充実・運営方針をステップアッププランとして作成

し、承認及び適切な財政的裏づけを用意する。その中では、各活動分野における短期、中

期、長期の目標を示した将来方向を示す。 

(2) プロジェクト終了後の RDEC 関連の活動に関する提言 

RDEC の活動を、より最終裨益者のニーズを反映させた農村インフラの向上を通して貧困

削減に寄与するような方向で強化する。 
ステップアッププランの財政的裏づけについては、RDEC からの情報提供を一部有料化す

ること等を検討し、より持続的なものとする。 
また、テクニカルライブラリーの利用状況の把握を十分に行うとともに、有用な情報の収

集・整理・管理の質を向上し、利活用状況の改善を図る。 
 
３－７ 教訓 

本プロジェクトの主要な指標の一つに、「ステップアッププランの承認・予算化」がある。バ

国の場合、財政的なインプットの多くを他国ドナーによる支援に頼っているため、また、予算は

組織の人員数に合わせた人件費に限定されていることがほとんどであるため、RDECの整備・運

営活動に対する予算化は実現可能性がきわめて低い。予算の裏づけに関する指標の設定に際して

は、被援助国の予算の仕組み・現実の配分について十分に理解を深めるべき。 
本プロジェクトの場合、PDMにおける活動と指標の関連付けがやや弱いことから、活動内容の

成果を評価する上で指標を直接使うことができなかった。活動内容と指標の関係付けを十分に図

るべき。 
 

３－８ フォローアップ状況 

 バ国側からも強い要請が出されているが、RDEC の自立発展を確立するためには未だ一定程度

の支援が必要であると考えられる。同プロジェクトのフェーズ 2 の要請も挙げられているため、

引き続き内容の検討を前向きに行う。 
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第１章 終了時評価調査の概要 

 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

(1) 要請の背景と経緯 

バングラデシュ国（以下、「バ国」）政府は、第 5 次 5 カ年計画（98～2002）において地域開

発及び貧困緩和を重要課題の一つとしており、そのために具体的には農村インフラ整備を最

優先事項としてあげている。この課題に対応すべく、地方政府・農村開発・協同組合省地方

政府技術局（LGED）は、ドナーの協力のもと、農村インフラ整備事業を実施している。 

 現在、第 3 次農村インフラ整備事業として、最も貧困層が多いとされるバ国北部において、

アジア開発銀行、国際協力銀行（JBIC）の協調融資のもと、LGED が実施機関となり、農村

インフラ整備事業（灌漑施設整備、農村道路整備等）が進められている。またバ国政府は、

同事業の一環として、農村開発技術センター（RDEC）の設置を事業化し、本センターを、LGED

における農村インフラ整備技術の中核となるべき組織として機能させることを目指している。 

これまで LGED が行った農村インフラ整備事業実施にあたっては、ドナーからの事業費で

雇用されたコンサルタントがそれぞれのプロジェクトの中で計画、設計、施工管理業務を担

ってきた。しかしながら、LGED として統一された技術基準に基づき事業を実施する体制には

なく、これの統一化が重要な課題となっている。また、各プロジェクトを適正かつ効率的に

運営するにあたり、統一された技術基準に則って LGED 正規職員の体系的な技術能力向上を

図ることを今後の課題としている。バ国政府は、1999 年 4 月わが国に対し、RDEC の機能強

化に係る技術協力を要請してきた。JICA は事前評価調査団及び実施協議調査団を派遣し、2002

年 9 月 25 日の実施協議締結に基づき、2003 年 1 月 10 日から 3 年間の予定で技術協力プロジ

ェクトを実施中である。  

本技プロにおいては、LGED が担当する農村インフラに係るテクニカルライブラリーの整備、

関連するインフラ施設の計画・設計・施工にかかる基準の標準化、事業を担当する LGED の

スタッフの技術の向上、計画・技術管理能力を向上させるために研修部門を強化することな

どを目標としている。これにより、LGED で整備されるバ国のインフラの質の向上が期待され

ている。 

 

(2) 終了時評価調査団派遣の経緯 

     当該プロジェクトの終了時評価調査団を派遣するまでに、プロジェクト開始以前、以後に

派遣された調査団は、以下の通りである。 

1) 基礎調査（1999 年 11 月） 

    LGED の組織、協力のニーズ、及びそれらを取り巻く農業農村開発の現状調査。 

2) 第 1 次及び第 2 次事前評価調査（2000 年 11 月／2001 年 6 月） 

技プロ協力実施の可能性及び妥当性の検討を行い、協力方針と協力範囲を定めるプロジェ

クト・ドキュメント案を作成。 

3) 実施協議調査（2002 年 9 月） 
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      それまでの調査結果を踏まえ、技術協力プロジェクトを開始するに当たり、プロジェクト

の実施のために必要な措置等をバ国政府関係者と確認するとともに、討議議事録（R/D）等

に署名交換を行う。 

4) 運営指導調査（2003 年 10 月） 

    それまでのプロジェクトの実績を確認すると共に、今後のプロジェクト実施期間で達成す

る目標について、先方機関と協議・確認すること、また、指標を明確にしつつ PDM の内容

を確認し、実施計画（PO）を確定すること。そして、PDM に必要な修正を加えた。 

 

(3) 終了時評価調査団の目的 

     本調査団は、2006 年 1 月 9 日の協力期間の終了に向け、以下の目的により評価調査を行っ

た。 

①技術協力の開始から現在までの実績と計画達成度を R/D、PO 及び PDM 等に基づき、評価 5

項目に沿って総合的に調査、評価する。 

②協力期間終了まで及び終了後の取るべき対応策について協議し、その結果を両国政府関係

機関に報告・提言する。 

③今後、類似案件が実施される場合に、その案件を効率的に立案・実施するため、本協力の

実施による教訓を取りまとめる。 

 

１－２ 調査団の構成と調査日程 

１－２－１ 調査団の構成 

評価調査にあたっては、以下の日本国・バ国合同評価による評価を行った。 

(1) 日本国側評価調査団員 

 氏    名 担当分野 所属・役職 
1 横井 幸生 

YOKOI Yukio 
総括 国際協力機構 農村開発部 第 2 グループ 

（畑作地帯） グループ長 
2 永代 成日出 

NAGAYO Narihide 
農村開発 国際協力機構 国際協力総合研修所  

国際協力専門員（農業開発・灌漑） 
3 井田 充則 

IDA Mitsunori 
農村インフラ技術

情報整備 
農林水産省 大臣官房国際部国際協力課  
海外技術協力官 

4 稲森 岳央 
INAMORI Takao 

評価分析 国際協力機構 地球環境部 第 1 グループ 
森林保全第 2 チーム 元ジュニア専門員 

5 渋谷 優子 
SHIBUYA Yuko 

計画評価 国際協力機構 農村開発部 第 2 グループ 
畑作地帯第 1 チーム ジュニア専門員 

 

(2) バ国側評価調査団員 

 氏    名 担当分野 所属・役職 
1 Dr. Mohammad 

Jahirul ISLAM 
バ国側リーダー/ 
農村開発 

Deputy Chief, 
Planning Branch, Local Government Division, 
Ministry of Local Government, Rural 
Development & Cooperatives 
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2 Ms. Yeasmin 
AFSANA 

研修 Senior Assistant Secretary, 
Economic Relations Division, 
Ministry of Finance 

3 Ms. Ishrat Jahan 
TASLIM 

農村開発 Senior Assistant Chief, 
Rural Development & Institution Wing, 
Planning Commission, 
Ministry of Planning 

4 Mr. Bazlur RASHID 研修 Deputy Director, 
Implementation Monitoring & Evaluation 
Division, 
Ministry of Planning 

5 Mr. Abdul KARIM 農村インフラ技術
情報整備 

Additional Chief Engineer, 
Local Government Engineering Department, 
Local Government Division, 
Ministry of Local Government, Rural 
Development & Cooperatives 

 

１－２－２ 調査日程 

  合同調査は以下の日本側評価調査団員の日程に、7 月 26 日～8 月 3 日までの期間バ側の評価

団員が加わった形で行われた。 

調査工程 
日順 曜日 時間 

横井団長 団長以外の官団員 稲森団員 
7/19 火    成田発→バンコク着 
7/20 水    バンコク→ダッカ、RDEC 

研修参加者アンケート調査、
JICA 事務所打合せ 

7/21 木    LGED 幹部表敬 
インタビュー（GIS、評価モニ
タリングユニット） 

7/22 金    （休日）調査結果取りまとめ 
7/23 土    資料整理 

インタビュー（道路維持管理、
品質管理、研修、農村インフラ
設計ユニット、RDP21 プロジェ
クト） 

7/24 日  成田→バンコク 資料整理 
インタビュー（RDP24、EBRIDP
プロジェクト） 

7/25 月 AM 
15:00 
16:40 
17:30 
19:00 

バンコク→ダッカ 
ERD 表敬 
LGED 局長表敬 
JICA 事務所打合せ 
団内打合せ 

AM：資料整理 
インタビュー（総務担当
者、RDEC 研修修了者） 

PM：同左 

7/26 火 9:00 
PM 

大使館表敬 
LGD、Planning Commission、IMED 表
敬 
プロジェクトからのプレゼンテーシ
ョン 

同左 

7/27 水 10:00 
13:00 

個別インタビュー、評価委員会の準備
第 1 回評価委員会（評価の手順） 
現地調査（ヒアリング） 

同左 

7/28 木 10:00 
16:00 

分野別インタビュー、成果品の確認 
団内打合せ 

同左 

7/29 金 終日 （休日）コミラでの現地調査 同左 
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7/30 土  評価報告書作成、個別ヒアリング 同左 
7/31 日 9:30 

PM 
第 2 回評価委員会 
（評価検討会、読み合わせ） 
現地調査（ヒアリング等、評価の確認）

同左 

8/1 月 AM 
PM 

追加インタビュー 
評価報告書の修正 

同左 

8/2 火 10:00 
PM 

第 3 回評価委員会（報告書の最終確認、
署名） 
JCC 準備 

同左 

8/3 水 14:30 
17:00 

JCC（評価結果報告、署名） 
大使館への報告 

同左 

8/4 木 AM 
PM 

ダッカ→デリー 追加の情報収集 
JICA 事務所で 
事務処理 

同左 

8/5 金  
8/6 土  

インド出張 ダッカ→バンコ
ク、 
バンコク→成田 
 

同左 

 

１－３ 主要面談者 

【バ国側関係者】 

(1) 大蔵省経済協力部 日本課 

Mr. M. Emdadul Haque, Deputy Secretary, in charge of Japan Branch 

(2) 計画省 

・Planning Commission 

Mr. Asad Uddin Ahmed, Joint Chief, Rural Development & Institution Wing 

Ms. Rokeya Begum, Deputy Chief, Rural Development & Institution Wing 

・Implementation, Monitoring & Evaluation Division（IMED） 

Mr. Suvash Chandra Roy, Secretary, IMED 

Mr. Subash Chandra Ghosh, Chief, IMED 

Mr. Md. Habib Ullah, Joint Secretary, IMED 

Mr. Md. Nurul Islam Mollah, Director, IMED 

 

(3) 地方行政・農村開発・協同組合省（MLGRD & C）、地方行政部（LGD） 

Mr. A. H. Abul Qasem, Secretary 

Mr. Md. Sharful Alam, Director General/Joint Secretary 

 

(4) 地方行政・農村開発・協同組合省（MLGRD & C）、地方行政技術局（LGED） 

Mr. Md. Shahidul Hassan, Chief Engineer 

Mr. Saroj Kumar Sarker, Additional Chief Engineer 

Mr. Md. Abdul Karim, Additional Chief Engineer 

Mr. Md. Wahidur Rahman, Superintending Engineer（Administration） 

Mr. Md. Lokman Hakim, Superintending Engineer（Quality Control & Training） 

Mr. S. M. Zakaria, Superintending Engineer（Design） 
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【日本側関係者】 

(5) 在バ国日本大使館 

堀口特命全権大使 

鶴田二等書記官 

 

(6) JBIC ダッカ駐在員事務所 

Mr. Ahmad Mukammeluddin, Program Officer 

 

(7) JICA バングラデシュ事務所 

新井所長 

永友次長 

横田所員 

Arefin ナショナルスタッフ 

 

(8) LGED 派遣個別専門家 

菅谷 専門家 

伊東 専門家 

 

(9) 農村開発技術センター機能強化計画 長期専門家 

竹内 兼蔵 チーフアドバイザー/農村開発計画 

大嶋 健男 業務調整 

服部 孝郎  研修 

 

１－４ プロジェクトの概要 

(1) 協力期間  2003 年 1 月 10 日～2006 年 1 月 9 日 

 

(2) 相手国実施機関  地方行政・農村開発・協同組合省 地方行政技術局（LGED） 

 

(3) 上位目標   

RDEC の自立的運営が持続される。 

 

(4) プロジェクト目標  

RDEC が LGED における技術的中核として機能するための準備が整う。 

 

(5) 成果 

1) 各プロジェクトの技術知識と経験が RDEC に蓄積され、LGED 内に普及される準備が整う。 

2) 技術基準や適用技術の管理が改善される。 

3) RDEC の機能発揮に向けて、現状研修システムが基礎的不足技術の補強も含めて改善され

る。 

4) 成果 1～3 を反映し、RDEC の今後の運営方針（ステップアッププラン）として策定される。  
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(6) 協力活動内容 

• 技術情報の収集・蓄積・共有のシステム作り 

• 技術基準、適用技術マニュアル化方針の決定 

• 事業の評価モニタリングシステムの改善 

• 機材整備や施設整備のための計画つくり 

• 研修ニーズ調査 

• 研修活動の活性化 

• 組織規定やセンターとしての短・中・長期計画の策定など 

 

(7) 長期専門家派遣 

チーフアドバイザー／農村開発計画 

業務調整 

農村インフラ整備 

研修 
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第２章 終了時評価の手法 

 

２－１ 合同評価 

 日本国側、バ国側双方からなる合同評価委員会を組織し、評価 5 項目に沿って当該プロジェク

トの評価を行った。合同評価委員会は、日本国側 5 名、バ国側 5 名から構成されている。 

 評価委員は、各種報告書の分析、一連の現地調査やプロジェクト関係者への聞き取り、関係機

関との協議を実施し、これらに基づき評価結果について協議した上で、合同評価レポートを取り

まとめた。 

 

２－２ 調査の実施手順 

 まず現行の PDM に基づき、プロジェクト目標の達成度、評価 5 項目をそれぞれ検証するために

達成度グリッドと評価グリッドを作成した。それらのグリッドから、確認事項を検討し、それぞ

れの確認事項について、どのように確認するのか、その情報の入手方法を検討した。主な情報の

入手方法は以下の通り。 

(1) 質問表の配布と個別インタビュー 

カウンターパート（以下、「C/P」）、専門家、先方実施機関の関係者、研修を受けた技術者、

地方事務所の所長などに質問表を配布・回収し、それを基にインタビューを行った。まず、

先発した日本側の評価分析団員が、個別インタビューを 4 日間かけて行った。 

(2) プレゼンテーション 

     LGEDにおいて、LGED全体としての活動実績、RDECプロジェクト全体としての活動実績、

3 つの作業部の 6 つのユニット（農村開発分野から３ユニット、農村インフラ分野から 2 ユニ

ット、研修分野から 1 ユニット）からの活動成果についてのプレゼンテーションを行い、合同

評価チームに対して各活動の進捗状況を報告した。質疑応答を行い、疑問点などを確認した。 

(3) 作業部ごとのインタビュー 

     上記のプレゼンテーションを聞いた上で、実際に成果品やシステムを見ながら関係部署の

担当者に補足説明を行ってもらい、確認を要する事項について質問をした。 

(4) 現地調査 

   本プロジェクトでは、重要課題に応じてモデル地域を選定しており、地方道路の維持管理

に関してモデル地域とされているコミラ県にて現地調査を行った。そのため丸一日を要した。

現地では、LGED のコミラ県事務所やウパジラ・エンジニアの事務所などを訪問し、プロジェ

クトの活動がどのように地域事務所の活動と関わっているのかを実感することが出来た。 

 

(5) 3 回の合同評価委員会の開催 

     第 1 回合同評価委員会では、今回の評価の経緯、目的、手法、5 項目評価等について日本側

の評価団が説明し、評価日程の確認を行う。第 2 回評価委員会では、ドラフト評価レポートの
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読み合わせを行い、事実確認や認識の統一を行った。その際、事実確認の必要な事項はその都

度同席していたプロジェクトの関係者に確認し、本文の訂正を行った。第 3 回評価委員会では、

レポートの最終確認を行い、日側とバ側のリーダーによる署名を行った。 

 

２－３ PDM 

 PDM は、2003 年 10 月に実施された運営指導調査時に変更が加えられたものを使用した（英文

は付属資料 1 の Annex 1、和文は付属資料 2 を参照）。 
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第３章 達成度の結果 

 

３－１ 投入実績 

(1) 日本側投入 

1) 専門家派遣 

      R/D に基づいて、2005 年 8 月現在で、長期専門家 4 名、短期専門家延べ 10 名が派遣され

た（詳細リストは付属資料１の評価レポートの Annex 3 を参照）。 

2) 研修員受入れ 

      2005 年 8 月までに述べ 12 名を受け入れた。本邦への受入れ以外にも、第 3 国での技術交

換研修に 8 名が参加した（詳細リストは付属資料 1 の評価レポートの Annex 6 と 7 を参照）。 

3) 機材供与 

      日本国側によって、供与された機材は、プロジェクトの活動に必要な調査用の車輌、研修

用視聴覚機材、コンピューター機器、その他などが挙げられる（詳細リストは付属資料 1 の

評価レポートの Annex 5 を参照）。 

4) ローカルコストの負担 

      2004 年度までに合計 4,300 万タカを支出した（詳細リストは付属資料 1 の評価レポートの

Annex 12 を参照）。 

 

(2) バ国側投入 

1) C/P などの配置 

      4 名の専門家に対して LGED の幹部職員（次長 1 名及び技監 3 名計 4 名）が C/P として任

命されている。その他に活動の必要に応じて、直接の責任者である主任技師や技師からなる

作業部会が組織され実際の活動に当たるという仕組みを作っており、19 名の正規職員とコン

サルタントからなる 3 つの作業部がある。また 3 つの作業部はさらに 6 つのユニットから構

成される（詳細については下記 3-5 及び名簿リストについては付属資料 1 の評価レポートの

Annex 4 を参照）。 

2) 土地、建物、設備の提供 

      本プロジェクトの拠点である RDEC のセンタービル内には、事務所、施設、設備などが整

えられており、総額にすると約 160 万タカに相当するとされている（詳細リストは付属資料

1 の評価レポートの Annex 12 を参照）。 

3) ローカルコスト 

      バ国側は、2005 年 7 月までに合計で、約 1,600 万タカのローカルコストを支出した（詳細

リストは付属資料 1 の評価レポートの Annex 12 を参照）。 

 

３－２ 上位目標   

上位目標である「RDEC の自立的運営が持続される」については、RDEC が LGED の主要な基
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幹部門を傘下に有し、RDEC はあくまでも LGED の組織の一部であるという位置づけが変わらな

い限り、自立的運営が持続されることに疑問はない。しかし、LGED の中でも RDEC の組織的な

位置づけが曖昧であることは現時点でも否めず、RDEC という看板を取ったところで LGED にと

っては大きなダメージはないことは事実である。よって、RDEC としての存続を望む意思が LGED

にあるのなら、方向性を示すビジョンを明確に持つことがRDECの自立的運営持続の前提となる。 

 

３－３ プロジェクト目標 

プロジェクト目標である「RDEC が LGED の技術的中核として機能するための準備が整う」を

測るために、2 つの指標が設定されている。指標ごとに達成度を見てみると次の通りである。 

(1) 指標 1「ステップアッププランが制度・予算面で承認される」 

ステップアッププランの概念化が計画より遅れているため、同プランの位置づけや内容につ

いてプロジェクト内の共通認識がまだない状況であった。進捗としては、プロジェクトリー

ダーがステップアッププランの骨子ドラフトを作成していた。ステップアッププランは C/P

機関である LGED 自身の計画で、LGED という機関の中で RDEC というセンターをどのよう

な位置づけにおいているか、どのようなセンターを目指しているのか、各部門のどの技術的

分野を今後伸ばしていきたいと考えているか、そのための予算をどのように調達する計画か

などの項目が中心となる。よって、組織のビジョンがはっきりし、計画が妥当なものとして

コンセンサスが取れればこの指標は達成されたとすることができるので、今後の努力による

が達成見込みは高い。 

 

(2) 指標 2「研修事業が設立され、予算面で承認される」 

     研修事業が設立されるという状況が、何を指しているか明らかではないが、少なくとも

LGED 内では研修事業に関して、毎年、予算案を含めた年間計画を作成し、承認プロセスを経

て事業化されてきた。研修予算の多くはドナーの資金に大部分を依存していることは変わりな

いが、ここ 3 年はバ国政府の予算が増加しており、実質的な進歩が確認できる。2003/04 年度

は 100 万タカ、2004/05 年度は 160 万タカ、2005/06 年度は 250 万タカがバ国政府予算として

計上されている。このように今後ともバ国政府関係機関の協力を得つつ、着実な予算増を図り

ながら、研修事業の安定的拡充を図ることが望まれる。 

 よって、この指標は達成されたとみなすことができる。 

 

３－４ 成果 

成果 1～3 の指標は概ね達成されており、プロジェクト目標達成に貢献している。しかし、成果

4「ステップアッププランの策定」はまだ達成されておらず、策定のための努力が求められる。以

下、成果ごとの達成内容を端的に示す。 

(1) 成果 1「各プロジェクトの技術知識と経験が RDEC に蓄積され、LGED 内に普及される準備 

が整う」 

設定された指標は「2003 年 12 月までに各プロジェクトの関連技術資料が RDEC テクニカル

ライブラリーに集積・整理される」のひとつのみである。RDEC 建設が遅れ、ライブラリーは

2005 年 1 月に設立された。2005 年 8 月まで約 5,000 の資料やデータが収集された。バ国におい
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て技術資料と基準は、個人的に所有される傾向があり、多くの資料は未提出の状態にある。そ

のような中でも 5,000 点が集められたことは評価に値する。 

集積した資料を LGED 内で誰もが利用できるものにするために、検索システムを導入し貸出

しを可能にしたり、利用規定を策定したりすることにより、ライブラリーとしての機能を高め

ている途上である。プロジェクトの終了時までには、全ての作業は終了予定であるが、ライブ

ラリーの更なる強化のため、資料の蓄積など継続的な努力が求められる。 
 

(2) 成果 2「技術基準や適用技術の管理が改善される」 
指標として、「活動中に作成した統一マニュアルの数、及びそれらの全体計画との整合性」

が設定されている。プロジェクトでは適用技術の調査、技術の共通部分の抽出と利用不整合の

確認を行い、不足技術を特定した。これら結果に基づいて 9 つのマニュアル類が取りまとめら

れた。その一部はすでにプランニングコミッションにより承認されている。GIS による参加型

農村開発手法、プロジェクトモニタリングシステム、地方道路維持管理システムには大きな改

善が見られる。 
 

(3) 成果 3「RDEC の機能発揮に向けて、現況研修システムが基礎的不足技術の補強も含めて改

善される」 
当初予定より TNA 調査に時間がかかり進捗に遅れが生じた。しかしながら、指標 1～3 まで

の実質的な成果は、農村インフラの計画・デザイン・施工・維持管理に関連する 8 つの研修コ

ースのカリキュラム作成、2 つの新規研修コースの作成、20 の研修教材の作成を通じて達成さ

れている。4 番目の指標にある研修カリキュラム作成マニュアルは作成されなかったが、数々

の研修教材の作成過程を通じて、C/P のマニュアル作成能力が高まったと言える。研修の改善

計画はプロジェクト終了時までに策定され、ステップアッププランにも組み込まれる予定であ

る。 

 

(4) 成果 4「成果 1～3 を反映し、RDEC の今後の運営方針（ステップアッププラン）として策

定される」 

この時点までの成果は無いが、9 月派遣予定の短期専門家の協力を得て、成果１～3 に基づ

いたステップアッププランを策定予定である。 

 

３－５ プロジェクト運営体制 

３－５－１ 作業部会の設置 

  上記のバ国側投入、C/P などの配置で述べたように、プロジェクトの活動を円滑に推進するた

めに、プロジェクト開始当初から主任技師や技師などを中心として作業部会を設置した。作業

部会の分野は 3 名の長期専門家の指導科目と一致させている。この作業部会は、必要に応じて

召集がかけられ、プロジェクトの活動にとって重要な役割を果たすことになる。計 13 回実施さ

れた合同作業部会により、縦割りの組織構造である LGED 内において横断的な活動を実施する

ことが可能となり、プロジェクトに対する一体感が高まった。 
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作業部会名      構成 

     (1) 農村開発分野   LGED 次長以下 7 名 

     (2) 農村インフラ設計分野  設計担当技監以下 6 名 

     (3) 研修分野    研修担当技監以下 6 名 

 

３－５－２ モデル地域の活用 

   上記のように、プロジェクトの活動は作業部会を中心に行われた。重要な事柄を決める際は、

常に作業部会に諮るというやり方を取った。そして協議の結果、5 つの重点課題を抽出した。 

    当該プロジェクトは、計画時には特に活動地を設定しなかったが、プロジェクトの専門家や

C/P の判断から、設定された 5 つの重要課題に応じて全国 64 県からモデル地域を定め活動を展

開した。プロジェクトが実施する研修の受講者の選定などは、それらのモデルサイトの位置づ

けにより、地方事務所を支える技術者をターゲットとした。5 つの重点課題とモデル地域は以下

の通りである。 

表 3-1 重要 5 課題とモデル地域 
重要課題 モデル地域 No. 

(1) 参加型農村計画 シャリアットプール県ビダルガンジ郡 1 
(2) 事業モニタリング ブリサル県、ラジシャヒ県    2 
(3) 地方道路の維持管理 コックスバザール県、コミラ県、ノアカリ県 

キショルゴンジ県、シャリアットプール県   

5 

(4) 農村インフラ設計 

技術情報管理 

チッタゴン県、マイメンシン県、ランプール県、 

ファリドプール県   

4 

(5) 研修 シレット県、ジェソール県  2 
 

これらのモデル地域の選定に際しては、日本の援助政策や自然条件など地域の特徴を考慮し、

更に将来の協力が予定されていることなどを考慮している。選定された殆どのモデルサイトで

実際にプロジェクトの活動を展開できたが、事業モニタリングなどのようにその活動が LGED

本部に限られてしまい、時間的な制約から現地での活動が全く出来なかった事例も存在する。

LGED が今後もその高い効率性と技術力を保持し続けるためには、次代を担う技術者層の育成が

急務であり、選定したターゲットグループはこの意味からも適切である。 

 

３－５－３ RDEC の組織運営 

  地方行政技術局（LGED）は局長（Chief Engineer：CE）がこれを代表して統括しており、3 名

の次長（Additional Chief Engineer：ACE）により補佐され、更に 6 名の技監（Superintending 

Engineer：SE）により幹部グループが構成され運営されている。SE の下には主要な業務毎にこ

れを担当する主任技師（Executive Engineer）及び技師（Assistant Engineer：AE）以下の担当班に

より新規プロジェクトの計画、実施中のプロジェクトへの設計支援およびモニタリング、施設

の維持管理など地方インフラ施設の整備に必要な予算の確保、地方機関への配分、関係するド

ナー機関や MLGRDC 本省や国内他省庁機関との調整、職員への研修、地方行政機関への支援業

務などが効率的に実施されている。 

LGED の 2005 年 8 月時点の総定員数は、通常予算で認められている総定員枠は 9,357 ポスト、
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このうち Dhaka の中央本部の定員枠は 1.2％のみで 111 ポストに過ぎない。すなわち大部分の定

員は、地方に設置されている LGED の地域事務所（10 カ所）、県事務所（64 県）、そして関係機

関の出先機関の集合体で構成されているウパジラ事務所（469 カ所）に割り振られている。 

  組織図を見てみると、RDEC はこれまでの LGED の機能の大部分を占める形でくくられてい

るが、LGED の中での RDEC の位置づけはまだ曖昧な部分が多い。例えば、研修と品質管理の

部門の責任者である技監は、LGED 本館内と RDEC 内の両方に 2 つのオフィスを構えており、

ほとんど LGED 本館の方で執務している。 

  RDEC の機能が、プロジェクトによって新たに創出された機能ではなく、従来の LGED の中

心的な機能を RDEC という新しい枠組みでくくりなおした、というのが実情である。しかし、

そのくくりなおしもまだ途上にあるため、未だ RDEC の位置づけが曖昧である。この点に関し

ては、プロジェクトの終了までに組織的位置付けの明確化を行う必要がある。 
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第４章 評価 5項目の評価結果 

 

評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の視点から、プロジェクト

を評価した結果、以下の通りとなる。 

(1) 妥当性･････････高い。 

(2) 有効性･････････概ね高い。 

(3) 効率性･････････高い。 

(4) インパクト･････かなり高い。 

(5) 自立発展性･････技術的側面において高い。しかし、予算的、組織的側面において 

LGED の更なる努力が求められる。 

 本プロジェクトは、高い妥当性と効率性及び多くのインパクトをもたらしたことで、高く評価

されるものであり、有効性においても一定の評価が得られた。自立発展性の面では、特に技術的

側面では高く評価されたが、予算的、組織的側面においては C/P 機関による一層の努力が必要と

指摘された。各項目の詳しい評価結果は以下の通りである。 

 

４－１ 妥当性 

妥当性は高い。判断の根拠は以下の通りである。 

(1) 政策レベルの妥当性 

バ国の貧困削減戦略ペーパー（PRSP）の社会経済開発計画では、「農村インフラの改善」に

高い優先度が与えられている。農村インフラ改善はプロジェクトの実質的目的であり、プロ

ジェクト活動はバ国の国家政策に合致しているといえる。 

また、日本の援助政策でも JICA 国別事業計画に「農業生産性の向上および農村部における

他産業の発展、他のスキームとの連携による効果的な協力」が示されており、個別専門家、JBIC

の有償資金協力事業とも協力し、農村部の開発に取り組んでいる本プロジェクト活動は妥当

性が高いといえる。 

 

(2) 対象地域･社会・受益者ニーズとの妥当性 

本プロジェクトの対象地域･社会はバ国の農村部である。農村部の開発と貧困緩和は国家計

画に定められており、農村インフラ整備事業を通じてこの国家計画を推進している LGED の

プロジェクト活動は、対象地域・社会のニーズに合致しているといえる。 

また、本プロジェクトの最終的な受益者は農村部の住民であり、その農村部には多くの貧

困層が生活している。本プロジェクト活動により LGED 職員の能力が高まり、農村インフラ

の安全性と信頼性が向上することは、将来的に地域住民の生活の安定と地域経済の活性化を

促し、貧困削減に貢献することになる。よって、受益者のニーズに合致しているといえる。 
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(3) ターゲットグループの妥当性 

ターゲットグループは LGED の技術者群（ただし、LGED の事業を支える事務職員、専門

職員を含む）である。少ない人員で多くの事業を実施する LGED は、将来の事業推進のため

に必要な技術の開発、LGED の人的資源開発に取り組む必要がある。プロジェクト活動では既

存技術情報の集積及び新技術の開発、職員の能力向上のための質の高い研修を実施しており、

投入量から判断して対象は妥当であったといえる。 

 

４－２ 有効性 

有効性は概ね高い。その根拠は以下の通りである。 

(1) プロジェクト目標達成の見込み 

プロジェクト終了時までにプロジェクト目標は達成予定である。 

プロジェクトでは PDM に従い「既存技術情報の集積および必須な新技術の開発」と「LGED

職員の人的資源開発」を推進してきているが、プロジェクト目標の指標「ステップアップ・

プランが制度･予算面で承認される」、「研修事業が設立され、予算面で承認される」は、その

達成度を適切にはかるものとなっておらず、齟齬が生じている。しかしながら、技術的視点、

人的資源開発の視点においてプロジェクト目標は達成されると見込まれる。 

ステップアッププランの承認は、プロジェクト終了までに達成される予定である。しかし、

予算に関しては、中期長期計画に対する予算的な裏づけをすることは難しいため、通常予算

と開発予算を着実に伸ばしていく努力が重要である。RDEC の活動予算は大部分が通常予算と

開発予算から成り立っているが、その額が年々増加していることはよい兆候である。 

 

(2) 成果の達成の見込み 

     4 つの成果は、プロジェクト終了時までにほとんど達成される予定である。 

     現時点でも、成果 1～3 はほとんど達成されたと評価できる。成果ごとの主な達成内容は 3-4

の通り。成果 1 に関して、成果を限定的にさせる要因として挙げられる、情報を共有すること

に強い抵抗がある C/P 機関関係者の意識については、一朝一夕には変わるものではない。これ

には組織的な継続的な粘り強い働きかけが必要である。 

     また、成果がほとんど出ていないステップアッププランについては、短期間で中身の濃い

利用価値の高い中期長期計画を作成し関係部署の承認を得るのは容易なことではないかと推

察されるが、これが今後の RDEC の方向性を示す重要な計画となるため、特に慎重に取り組

む必要がある。 

 

４－３ 効率性 

効率性は高い。その根拠は以下の通りである。 

(1) 投入の質量、タイミング 

RDEC の建設の遅れが専門家の投入やライブラリーの設立の遅れにつながり、効率性に影響

を与えた。しかしながら、大部分の投入は効率的に利用され、多くの技術的、組織的成果を

生み出した。 
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(2) 日本側国投入 

①専門家 

長期専門家 8 名、短期専門家の 10 名（2005 年 8 月現在）派遣され、質量共に十分であった

と判断される。プロジェクト活動はこの投入により適切に実施された。 

②本邦研修及び技術交換プログラム 

11 名の研修生を受け入れ、第 3 国の技術交換プログラム（フィリピン及びカンボジア）に 8

名が参加した。研修後は、帰国報告会を開き、研修成果の波及に努めている。 

③機材 

プロジェクト活動推進のための車両、研修用視聴覚機材、コンピューターおよび周辺機器

等が供与された。品質管理の機材の投入に一部遅れが見られたが、質、量、タイミングとも

に十分であったと判断される。各機材はプロジェクト活動のために効率よく使用され、管理

状況もよい。 

④現地活動費     

適切な額の現地活動費が日本側から投入された。バ国側とのコストシェアリングも効率的

に実施された。 

        

(3) バ国側投入 

①人員 

専門家 4 名に各 1 名の C/P（次長 1 名及び技官 3 名）計 4 名、プロジェクト活動を推進させ

るための作業部会のメンバーとして技師、コンサルタント 19 名、その他、支援スタッフとし

てオペレーター、運転手、秘書等が配置された。                

②施設・資機材                     

必要な質、量の事務所、家具（机、棚）、機材および通信機器（電話）が、計画通り投入さ

れた。 

③現地活動費 

適切な現地活動費が円滑なプロジェクト活動推進のために投入された。                

 

４－４ インパクト 

インパクトはかなり高い。その根拠は以下の通りである。 

(1) 上位目標達成の見込み 

LGED によって適切な予算的、組織的措置が RDEC に対し取られた場合、上位目標はプロ

ジェクト終了後に達成される見込みである。LGED の農村インフラ改善のための技術とスタッ

フの能力はプロジェクト活動を通じて高められた。よって、上位目標「RDEC の自立的運営が

持続される」は技術的、人的資源的な面において可能である。しかしながら、RDEC の自立発

展性を高めるために、LGED には予算的、組織的な措置を講じることが求められる。 

また、上位目標の外部条件「RDEC の予算が恒常化する」については、上位目標達成のため

に必ずしも満たされる必要はないと判断された。 
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(2) プロジェクトの与えた波及効果 

①政策的インパクト                                      

プロジェクトは効果的かつ効率的な農村開発計画のために、数々のセミナー、ワークショッ

プを関係機関対象に実施してきた。その結果、適切な情報共有による効率的な農村開発の重

要性が広く認識されるようになった。また、GIS を利用した参加型農村開発計画の紹介は、公

平な農村開発に貢献するものと期待されている。 

②技術的・組織的インパクト                      

Roughness Index を利用した地方道路維持管理システム、プロジェクトモニタリングシステ

ム、農村インフラ設計のためのデータ管理システム、GIS・AUTO－CAD 技術、PD 法（Process 

Description method）等が導入、もしくは研修事業を通じ LGED 内に広く普及され、作業効率

の向上、仕事量を軽減に貢献した。 

③経済･財政的インパクト：           

     道路建設における品質管理システムの改善は、耐久性の高い道路づくりと維持管理費用の低

減に貢献した。                                          

 

４－５ 自立発展性 

自立発展性は技術的側面において高い。しかし、予算的、組織的側面において LGED の更なる

努力が求められる。 

(1) RDEC の位置付け 

LGED における RDEC の役割、機能が明確になっていないため、LGED の組織図に RDEC

を組み込むことは現段階では難しい。この明確化の作業は、ステップアッププランの策定を

通じて実施される予定である。 

 

(2) 自立発展の可能性 

①政策的側面 

バ国では総人口の 7 割が農村部を生活の拠点としており、バ国政府が農村部の開発を円滑に

推進しないと、農村部人口が都市部に流入し、負の効果をもたらすことになる。このため農

村部の開発は国家政策で高く位置づけられ、農村部のインフラ整備を通じた農村開発を実施

する LGED/RDEC には大きな期待が寄せられている。農村インフラ整備にはまだ多くの改善

の余地があり、今後もバ国の農村部開発の優先度は、高く位置づけられ、RDEＣは政策的整

合性を維持するものと考えられる。 

②財政的側面 

RDEC の活動予算の一部はバ国の通常予算により確保されている。また、ドナーからの開発

予算でも、その一部が確保されている。自立発展性を維持するために、この予算の出所は課

題であるが、まずは事業予算を確保していくことが重要である。よって、LGED は、RDEC の

維持管理のために様々なチャンネルから資金を継続的に調達していくことが期待される。 

③技術的側面 

プロジェクト期間中、バ国側の関心により自発的に数々の活動が提案されてきた。効率的な

プロジェクト運営のために、19 名の C/P による作業部会が構成された。同部会は 3 つの分野
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（農村開発、農村インフラ設計、研修）から構成され、多くの成果を生み出し、LGED の技術

的自立発展性に大きく貢献した。 

④人材育成 

LGED は、その業務実施のために十分な常勤スタッフを雇用できず、多くを契約コンサルタ

ントに依頼している。これを補うために、RDEC は LGED スタッフに対し数々の研修を実施

し、彼らの能力向上に努めてきた。この努力は今後も継続することが求められる。既存の研

修システムを改善するための研修ニーズと課題は TNA 調査により明らかになった。この結果

に基づき、プロジェクトは人的資源開発に貢献する研修改善計画を策定中である。研修ユニ

ットの重要性は LGED 内であまり認識されていないが、LGED の自立発展性のために不可欠

な同ユニットの強化を図ることが求められる。 

⑤供与機材の管理体制                 

供与機材の使用頻度はいずれも高く、各担当部署により適切に管理されている。現在まで、

機材の維持管理は LGED の予算により実施されている。LGED には開発予算から機材の維持

管理費用を確保するシステムが存在する。自立発展性を高めるため、今後もこのような資金

の継続的な確保が求められる。 
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第５章 分野別活動実績の評価分析 

 

５－１ 農村開発分野 

農村開発分野の活動は、下記に示す重点課題を対象に実施されてきた。 

①GIS を活用した参加型農村計画 

②事業モニタリングシステムの改善 

③地方道路の維持管理システムの改善 

これらの重点課題は LGED のニーズに基づいて選定され、具体的な活動は LGED 次長以下計 7

名で構成される作業部会を中心に行われてきた。なお、これらの活動はバ国内にある 64 県の中か

ら選定されたモデル地域を対象に実施されてきた。 

各重点課題についての活動の詳細は、次の通りである。 

 

５－１－１ GIS を活用した参加型農村計画 

(1) 重点課題として選定された背景 

バ国の行政は県（District、64 県）、郡（Upazila、470 郡）、村（Union、4,488 村）で構成

されており、農村開発は各省庁が郡庁に出先機関を設けて実施している。しかし現状にお

ける農村開発は、各省庁によるセクター毎（縦割り）の事業の弊害により非効率なものと

なっている。その他農村開発に係る問題としては、①受益者農民の意向やニーズが十分に

反映された事業とはなっていない、②自然資源・社会状況に関する十分な情報がないまま

で開発が実施されているため、費用対効果が低いとともに社会的公平性に欠ける、③地域

の農村開発に係わる中長期的な開発計画（マスタープラン）がないため、効率的、計画的

な事業を実施することが出来ない、という点が挙げられる。 

これらの問題に対処するために、「GIS を活用した参加型農村計画」がモデルとして実施

されてきたという背景がある。 

 

(2) 現在までの活動内容 

本活動は、シャリアッププール県ビダルガンジ郡（13 の Union で構成されている）をモ

デル地域として実施されてきた。なお、これまでの活動実績は次の通りである。 

2003 年 7 月に「第 1 回農村総合開発セミナー」が関係機関（計画省、バングラデシュ農

業研究協議会、農村開発アカデミー、農業普及局など）参加の下開催され、参加型かつ総

合的な視野で農村開発に取り組むことの重要性が提言された。 

2004 年 1 月には、モデル地域であるビタリガンジ郡で参加型農村開発ワークショップが

開催され、各政府機関の担当者（郡庁への出向者）による地域開発構想（セクター別）に

ついての発表が行われた。このワークショップには、関係政府機関及び郡内の村（Union）

の代表らが参加した。 

2004 年 12 月には、関係政府機関および郡内の村（Union）代表の参加の下、モデル地域

の農村開発計画策定のためのワークショップが開催された。そのワークショップでは、各

省の視点から見て必要と思われる農村開発事業計画リスト（事業項目、必要な予算）の提
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出とその発表が、各々の出先機関（農業省、教育省、牧畜省、保健省、農業地方行政農村

開発組合省、工業省など）により行われた。また郡内の 13 の村からは、自然・経済社会状

況に関する基礎データおよび優先順位を付けた開発ニーズ・リストが提出された。 

その後、このワークショップで入手されたデータと GIS-RS 技術を活用して、モデル地域

の土地利用図の作成と村毎の各データ（面積、農業生産とその内訳、家畜数、養殖、ため

池数、人口、人口密度、就業別人口、工場数、道路網図、道路の舗装率など）を主題図と

して取り纏める作業が行われた。 

現在プロジェクトでは、各省庁の出先機関から提出された開発事業計画の各項目について

の費用対効果分析や事業実施に要する期間の検討とその分類作業（短期、中期、長期計画

に分類）を行っているところである。 

 

(3) 今後の計画 

本年 11 月に第 4 回ワークショップをモデル地域で開催し、ステークホルダー参加型（関

係省庁の出先機関、13 村の村長が出席予定）により、住民のニーズと行政側の計画間との

調整に基づいた開発マスタープランを策定する運びとなっている。なお、その策定に際し

てはプロジェクトで整備した土地利用図や社会経済情報などの基礎データを活用し、効率

的かつ効果的な計画作りを目指すこととなっている。 

 

(4) 活動に対する評価と留意点 

適切な基礎情報に基づく参加型農村開発計画策定の試みは、バ国で初めてのことであり、

効率的かつ公平な計画策定のための手法の整備という点では評価に値する。但し、この手

法を活用した開発が実施されるか否かは、地方行政府レベルにおける今後の民主化の動向

や政府機関のセクター間の連携協力の如何にかかっているといえる。（現在、郡の開発は中

央政府から派遣された Upazila Nirubahi Officer＜UNO、実施調整官＞が中心となって推進さ

れており、郡議会も存在しない。議会に代わるものとして、原則として月 1 回のペースで

郡内村長および各政府機関の代表者から構成される開発調整委員会＜Upazila Development 

Coordination Committee＞が開催され、地域事業の実施についての検討と決定が行われてい

る）。 

 

５－１－２ 事業モニタリングシステムの改善 

(1) 重点課題として選定された背景 

LGED は常時、実施中の開発事業（農村インフラ整備など）を多く抱えており、2004/05

年の場合、その数は 63 件にも上る。 

これらの開発事業の進捗と予算執行状況は、月毎及び四半期毎に、LGED 郡事務所、県事

務所（全国に 64 カ所）を通じて首都にある本部に報告され、その集計分析が行われる。大

規模開発事業の場合、その対象地域は複数県（多い場合は約 20 県）にまたがり、その集計・

分析は相当な作業量となるが、手書き・手入力のため時間がかかるとともに正確さに欠け

るという問題が存在していた。 

このような現状下、迅速さと正確さを伴った事業モニタリングシステムの整備を目的と

したコンピューター・ソフトウェアの開発と運用指導を、本プロジェクトで行うこととな
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った。 

 

(2) 現在までの活動内容 

事業モニタリングシステムは既に開発され、その運用に向けた研修が 2005 年 7 月から始

まっている。本年 9 月までに LEGD の本部および県事務所の職員 318 名が、この研修を通

じてシステムの操作管理法を習得することとなっている。 

なお、プロジェクトで整備されたシステムでは、下記に示す流れで開発事業のモニタリン

グが行われる。 

 

図 5-1 事業モニタリングシステムにおける情報の流れ 

 

(3) 今後の計画 

2005 年 9 月までに情報システムの操作管理に関する研修を終え、その後、試行運用を通

してシステムに欠陥がないことを確認し、11 月を目処に本格運用する運びとなっている。 

 

(4) 活動に対する評価と留意点 

開発事業モニタリングに係る一連の業務の効率化と迅速化は LGED の長年の課題であっ

たので、プロジェクトで開発整備した本システムの運用は LGED 全体の業務改善に大きく

寄与すると判断される。 

 

 

LGED 本部（プロジェクト事務
所を経由して、モニタリング・
ユニットへ電子情報で提出） 

開発事業 

進捗情報の収集 

情報の取り纏め（手記入） 

情報をコンピュータへ入力 

関連情報の送付 

取り纏めた情報の送付 
（CD 渡しあるいはｲﾝﾀｰﾈｯﾄ送信） 

情報の集計と分析及び 
関係省庁およびドナー機関への

情報の発信 

LGED 郡事務所 

LGED 県事務所 
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５－１－３ 地方道路の維持管理システムの改善 

(1) 重点課題として選定された背景 

バ国の道路のタイプは、次の 6 つに分類されている。 

 表 5-1 バングラデシュの道路のタイプとその管轄 

No タイプ 総延長（km） 管 轄 
1 

国道（National Highway） 
 Road and Highway Department 

Ministry of Communication 
2 地方道（Regional Highway）  同上 
3 県道（Zila Road）  同上 
4 郡道（Upazila Road） 36,155 LGED／地方自治体（郡村区） 
5 村道（Union Road） 42,361 同上 
6 集落道（Village Road） 171,330 同上 

 

LGED は郡道から集落道までの建設と維持管理を郡や村などの地方自治体と共同で実施

することとなっているが、現実的にはその大部分を LGED が担っており、その管轄する道路

の総延長は約 25 万 km にも上っている（将来的には LGED が管轄する道路の総延長を約 6

万 km に制限しようという構想がある）。なお管轄する約 25 万 km の道路の内、アスファル

ト道路は約 3 万 3 千 km である。 

これら管轄する道路の維持管理計画は、毎年、郡の LGED 担当官からの報告に基づいて県

事務所が策定し、本部へ提出される。しかし、その計画書の基礎情報である道路の破損状態

などの調査が目視によるため、個人差が生じて全体的なバランスに欠けるという問題を抱え

ている。 

このような状況下、本プロジェクトでは Roughness Index を用いて既存道路（アスファルト

道路）の破損状況や凹凸状況を適切に把握し、その結果を維持管理計画に反映させるという

活動を実施してきた。 

 

(2) 現在までの活動内容 

Roughness Index 測定用機器の利用に関する研修をモデル 5 県で実施するともに、必要な測

定機器を各々の県に供与した。現在までに、研修を受けた LGED 技術者の手によって、約

4,000km のアスファルト道の破損状況等が測定されると共に数値化され、整備済みの道路イ

ンベントリーに入力された。また、このインベントリーと GIS とを連動させた地方道維持管

理モデルがプロジェクトにより開発され、情報の更新に連動してGISの表示（道路のタイプ、

建設状況、現況＜破損状況など＞）も自動的に変更されるシステムが整備された。 

なお Roughness Index と道路状況との関係は、次表の通りである。 

 

表 5-2 Roughness Index と道路状況との関係 

Roughness Index の値 道路の状況 必要な対策 
IRI <= 4.0 Good Routine Maintenance 

4.1 <= IRI <= 6.5 Fair Resealing 
6.6 <= IRI <= 8.5 Poor Overlay 

IRI > 8.5 Bad Partial/Full Reconstruction 
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(3) 今後の計画 

再来年までに世銀と JBIC の資金を活用し、LGED 独自の事業として、管轄する全国全ての

アスファルト道路を対象とした Roughness Index を用いた道路状況の実態調査が実施される

こととなっている。なお LGED は、変位測定、交通量データの分析も加味した道路総合維持

管理計画を策定したという意向を有している。 

 

(4) 活動に対する評価と留意点 

Roughness Index を用いた道路状況の把握と維持管理計画への反映および地方道維持管理

モデルの開発は、道路維持管理が大きなシェアを占めつつある LGED の業務の効率化と改善

に大きく寄与する。今後、この手法とシステムの活用が全国規模に広がれば、予算の合理的

な執行に向けたインパクトは非常に大きくなると期待される。 

但し、道路破損状況等の数値化の信憑性を保つためには、Roughness Index 測定用機器のキ

ャリブレーションを定期的に行う必要がある。 

 

５－２ 農村インフラ技術情報整備分野 

５－２－１ 設計 

  LGED においては農村地域全般のインフラ整備（地方道路、農村道路、橋梁、小規模水資源開

発、小学校建設、サイクロンシェルター、洪水シェルター等に関するプロジェクト）や地方都

市のインフラ（用排水施設など）を所掌している。 

  その中の一つの部署として設計部門があり、政府が所管しているプロジェクトの計画・設計・

評価、他機関に対する設計に関する支援、技術マニュアル・仕様書等の開発、現地技術者に対

する計画・設計に関する技術支援、本省及び地方行政機関の技術者の能力向上のための設計に

関する研修などを行なっている。 

  農村インフラの整備を進めることは、都市と農村の生活環境の格差を縮めるだけでなく、そ

れらを活用することにより、生活水準が向上し、貧困削減に繋がっていることから、バ国の政

策として重要と位置づけられている。そのため、農村のインフラ整備を所掌している LGED の

技術力を向上することは農村地域の貧困削減を掲げているバ国の政策に合致している。特に農

村の道路の整備は、生活環境の向上に大きな役割を果たしていることから、計画、設計、施工

及び維持管理の軽減のための技術力の向上は重要である。 

  RDEC を設立する時点における課題は、設計部門においても技術的な部分は国内外のコンサル

タント職員に依存していたことから、各プロジェクトで得られた技術や情報は、プロジェクト

や援助機関ごとに完結し、プロジェクト間において技術情報の共有が図られるシステムになっ

ておらず、国内技術者の技術の蓄積や普及がなされていなかった。そのため、コンサルタント

依存からの脱却と LGED 職員の技術能力の向上が課題となっている。 

また、プロジェクト実施に関しては、日本を始め、ADB、WB、SIDA など多くの援助機関が

協力しているが、それぞれが独自の基準を用いていることから、同種のプロジェクトであって

も多様な基準によって行われていた。 

そのような中、RDEC プロジェクトでは、日本からの長期専門家の技術支援のもと、国内技術

者の能力向上と技術情報の共有を目指して、能力向上のための研修、設計に不可欠な技術書の

収集・整備、既存のマニュアル・仕様書の収集、LGED の基準書の整備、データ管理システムの
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導入による技術情報の共有化について取り組んでいる。 

ア．研修 

設計に関する研修は設計部門が独自にプロジェクト予算を利用しながら実施している。 

  RDEC の設計部門が行った研修としては、本年の 7 月までに AUTO-CAD 研修（コンピュータ

ーを利用した設計図書の作成）を 4 回、STAAD-PRO 研修（骨組構造解析：引張、圧縮、せん

断などの解析）を 1 回行っている。これらは、設計に係る不足技術の検討の中で緊急に必要な

ものとして企画されたものである｡ 

AUTO-CAD については本省及び 64 全県の設計を担当する技術者が、STAAD-PRO は本省の

設計担当者が受講し、技術を習得することになっている。 

これまでに AUTO-CAD は、本省及び地方（県：Zila レベル）の技師 70 名が受講しており、

本省のみならず地方の開発のために重要な現場レベルでの技術者の能力向上に取り組んでい

る。また、STAAD-PRO に関しては、本省の主任技術者及び技師 6 名に対して実施している。 

イ．技術書 

設計に関する技術書はプロジェクトによって約 170 冊整備されることになっている。整備

済みの図書は現時点で紛失防止の観点から、設計部門内で管理・保管されているが、RDEC

プロジェクトで整備が進められているライブラリーの運用システムが確立されたあと、ライ

ブラリーに移され、管理されながら必要とされる技術者に対して情報提供されることになっ

ている。 

ウ．既存のマニュアル・仕様書の収集 

プロジェクトによって利用されていたマニュアル、仕様書類は、プロジェクトごとにその

関係者によって保存、管理されており、他のプロジェクトに活用されるシステムになってい

なかった。 

そこで RDEC プロジェクトでは、それらを収集し、設計部門に情報を集積し、必要なとき

に利用可能な体制を構築することにした。それにより施工基準（仕様書）に関するもの 6 件、

設計マニュアル 12 件、維持管理マニュアル 6 件、計画マニュアル 6 件、品質基準マニュアル

1 件、計 31 件が収集されている。それらについてはハードコピー化及びソフト化が進められ

ており、ハードコピー及び電子データ両方による技術情報の提供が可能な体制の構築が進め

られている。これらの技術情報図書についても、将来的にはライブラリーに蓄積され全ての

技術者に提供されるとともに、データ管理システムを活用した技術支援を行なうことを目指

している。 

また、統一的な基準を持っていなかったことから、RDEC プロジェクトの支援を受けながら、

設計部門において施工及び設計に関する基準書が作成された。 

施工に関する統一基準書として、LGED のプロジェクトのための建物に関する技術仕様書、

郡道及び農道における橋梁に関する技術仕様書の 2 種類の仕様書が作成され、LGED が実施し

ているプロジェクトに活用されている。 

さらに、LGED の設計に関する基準として、RDEC プロジェクトによって道路、橋梁、カル

バートに関する基準書が 2004 年 5 月に取りまとめられた。これについては、道路設計基準と
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して Planning Commission に承認されている。 

LGED はこの基準を他援助機関のプロジェクトを含め全ての LGED に関するプロジェクト

に活用する努力がなされている。今のところ一部のプロジェクトにおいて援助機関の基準を

使用せざるを得ない状況にあるが、国内技術者に対する基準の普及を図りながら、バングラ

デシュ国の基準として、全てのプロジェクトに適合させていきたいということであった。 

 

エ．データ管理システム 

バ国では毎年のように洪水、サイクロン等の自然災害により多くの農村のインフラが被害

を被っている。今までは、これらにより被災したインフラの修復や被災常襲地域に対する整

備は個々に対応されていたため、設計に関しても、プロジェクト毎に契約した設計コンサル

タントにより行われていた。そのため、最適な工法の採用、類似の事例による課題への対応

等の技術的情報の共有が図られておらず、設計コンサルタントが所有している技術情報の中

で対応しており、必要とされる情報の共有が図られていなかったことから最適な効果的・効

率的な事業を実施する体制が取られているとはいえなかった。 

そこで RDEC の設計部門と地方の間で技術情報のネットワークを構築して、技術情報（設

計変更、施設障害への対応、類似事例の提供）の共有を図るとともに、不足している情報に

ついては、そのつど瞬時に技術支援を行う体制が構築された。さらに、現地プロジェクトか

ら情報をフィードバックして、RDEC に技術情報として蓄積し、次回の技術情報の 1 つとして

いくシステムを整備することとしている。 

   現在、RDEC プロジェクトでは地理的条件と事業実施における技術的課題の多さから 4 モデ

ル地区を選定し、RDEC とモデル地域間の情報ネットワークを構築し、ネットワークを利用し

た技術支援活動の試行を行っている。 

     そのため、今まで実施されてきたプロジェクトの設計図書のデータベース化が図られてお

り、必要とされる情報提供依頼があればすぐに取り出せる状況が構築されてきている。 

また、前述のとおり、設計、施工、維持管理、品質管理にかかる各種マニュアル、仕様書、

基準類の電子化整備が進められており、さらに、RDEC 内の別部門で実施されている GIS に

よる地理情報と組み合わせることにより、災害時の普及、設計変更のための技術支援（施行

事例、最適な工法）が効果的・効率的に活用されることになる。 

LGED では将来的に、この情報ネットワークの全国展開を図り、RDEC を設計部門の核とし

て、設計情報の蓄積、それらの技術情報の共有・技術支援の提供を行っていくことを考えて

いる。 

このように、AUTO-CAD、STAAD-PRO 等の研修により技術者個々の能力向上を計るととも

に、マニュアル、仕様書、基準等の技術情報の共有を図りながら、さらに、必要な情報を必

要とされる所に効果的・効率的に供給可能なデータ管理システムを構築していくことは、前

述した課題を抱えているバ国にとって重要であり、効果的な方法と考えられる。 

     今後は、さらに個々の技術者の能力向上（本省技術者が STAAD-PRO を習得する、郡レベ

ルの技術者が AUTO-CAD を習得する等）を図るとともに、データ管理システムを全国的運用

可能なものとしていくとともに、必要な情報を的確に提供できる技術力や現地からフィードバ

ックされてきた技術情報を適切に整備・管理していく技術力を養っていくことが必要である。 
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５－２－２ 品質管理 

LGED は品質管理の試験室として、ダッカに中央試験室（RDEC 内）、64 の県に地方試験室（う

ち 10 カ所は地域試験室を兼ねる）が置かれている。試験機材については、RDEC プロジェクト

の短期専門家により、全ての試験室についてのインベントリー調査が行なわれ、中央試験室に

関しては JBIC の事業で整備が進められているが、地方レベルの試験室については多くの場合不

備が指摘されている。 

   農村のインフラが整備されるにしたがい、耐用年数の短さや増大する維持管理費が課題とな

っており、特に、LGED の主要プロジェクトである農村地域の道路網の整備を進めるに従い大き

な問題となってきている。 

これらの問題は、計画面、設計面のみならず、施工管理や材料の品質管理面の不備からくる

道路の陥没、路肩の崩れ（骨材の粒度分布や締固めに関する技術不足）も多く、維持管理費の

節減を図るため品質管理に関する技術強化の必要性が指摘され始められるなど、農村インフラ

の品質管理に関する意識が高まってきている。 

地方試験室においては、材料の品質認定、完成品の検査、施工管理及びレンガ、骨材、セメ

ント、瀝青、土質、締固め、道路の強度等に関する試験について実施しているが、予算、機材、

技術者の能力・数的にも課題を抱えている現状にある。一方、中央研究室は 1986 年 SIDA の協

力により設立され、2000 年まで品質管理に係る体制が築かれ、1998 年には品質管理に関するマ

ニュアルが作られた。しかし、2000 年にプロジェクトが終了した後、人材不足、試験機材不足、

技術者の能力不足等により品質管理部門の技術低下が生じてきた。 

   そのため、RDEC プロジェクトにおいて、中央試験室の強化を通じた品質管理部門の強化が行

われることとなった。 

   品質管理に関しては、中央の技術者の能力向上を図ることのみならず、現地で実際にプロジ

ェクトの品質管理に関わるラボテクニシャン等が技術を習得し、実践することが重要となる。

そのため、現場レベルでの技術向上のための取組みを進めることが必要であった。 

そこで、品質管理ユニットにおいては、品質管理マニュアルをもとに、長期専門家の支援を

得ながら、研修用テキストを作成し、骨材の物理特性（粒度、粉末度）、骨材の特徴（強度、比

重）、締固めについての室内・現場における試験に関する研修を行なうとともに、ワークショッ

プを開催した。 

  研修は 2004 年から 2005 年にかけ、RDEC の研修予算により 2 回行なわれ、28 名のラボテク

ニシャンが受講し、品質管理に関する能力の向上が行なわれた。さらに、政府予算による品質

管理の研修が 3 回、プロジェクト予算による品質管理に係る研修も 4 回行なわれており、ラボ

テクニシャンを中心とした現地の技術者の能力の向上に積極的に取り組んでいる。 

  また、RDEC において、品質管理部門に対して、現時点までに 3 人の短期専門家（機材整備計

画及び土質試験、機材整備計画、アスファルト）が派遣され、技術指導を行なうとともに、ワ

ークショップを開催し、技術の向上を図った。これらの短期専門家の投入については、品質部

門強化のために非常に効果が高いと評価されている。 

   特にアスファルトについては、LGED 予算の 1/3 がアスファルト道路に関するものであり、ア

スファルトに関する技術移転により道路の品質の向上を図り、建設コスト、維持管理費の低減

に繋がっていることから非常に効果的であったと評価されている。 

その一方で、短期専門家の派遣期間が短すぎる点、アスファルト試験について試験自体がセ
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ンシティブなものであり、現在の地方試験室の整備水準では対応できず、今のところ RDEC の

中央試験室でのみの対応とせざるを得ない状況にあることが指摘された。 

また、これから派遣される、コンクリート及び土質試験の短期専門家にも大きな期待を寄せ

ており、バ国側の品質管理に対する技術移転の期待の大きさが感じられた。 

 
５－２－３ テクニカルライブラリー 

 RDEC のセンタービル建設の遅れや短期専門家の赴任の遅れにより、予定より大分遅れて、

2005 年の 1 月にテクニカルライブラリーが設置された。必要な機材も導入され、各部にあった

情報の提供を依頼し収集した結果、5000 点の図書が集められた。しかし、テクニカルライブラ

リーは、もともと本部にあった資料室を RDEC の中に移したものである。利用価値の低かった

資料室を利便性の高い施設に変えるため、ライブラリーの将来計画の検討委員会を設置し、ラ

イブラリーの機能・運営などの内容を取り纏めた整備計画案を検討した。また、プロジェクト

の実施や適用技術の検討の基礎となる技術図書について、委員会を設置し、検討を重ねた。 
 テクニカルライブラリーが設置されて間もなく短期専門家の支援により、ライブラリー整備

計画案を作成し、それまで検討を重ねてきた整備構想を整備計画案として形にした。同時に利

用規定も暫定的に策定した。そして、今までライブラリーの担当として技術者が任命されてい

ない状況が打開され、アシスタント・エンジニアが新たに任命された。同時に図書の検索ソフ

トを導入し、所蔵する情報を広く活用できるように環境を整備中である。 

 かなりの技術情報が収集されているものの、それまで各部署で保有･管理していた技術情報を

手放すことには未だ抵抗が強く、LGED 全体でどのくらいの技術情報があることさえ把握しきれ

ていないが、これまで収集された情報の分量は全体のそれの極一部であると推測される。情報

を共有することに関する職員の意識を変えるにはかなりの時間が必要と思われる。そのための

第一歩として 10 の主要部署にライブラリーの蔵書を検索できる検索ソフトを現在導入中である。

試験的なそのシステムの導入により、テクニカルライブラリーから有用な情報を引き出せるメ

リットを職員に実感してもらい、情報提供を促す狙いがある。現在提供する情報、提供しなく

ていい情報の区別化を行うなどルール化を進めている。また、今後は、ハードコピーによる技

術関連資料のデータ管理と平行して、ライブラリーの IT 化を視野に入れた取組みも検討中であ

り、そのためには基本的なコンピューターの操作などをより多くのスタッフが行えるよう研修

の必要性が認識されている。 
 

５－２－４ 今後の農村インフラ情報整備 

道路をはじめとした農村インフラ情報整備は、農村地域の生活環境改善に関与していること

から、貧困削減に大きく貢献するものであり、貧困対策の面からもなお一層推進する必要があ

る。その一方で、整備されたインフラは維持管理が不可欠であることから、建設コストのみな

らず、整備後の維持管理費の削減を考慮した取組みの重要度が増してくる。 

また、毎年洪水による被害が繰り返される現状において、洪水に適応した現地有用技術の開

発が不可欠であり、RDEC において取り組まれているこの分野に対する研究開発を継続すること

は、地域住民の安全性、公共施設の経済性を高めることにつながっている。 

したがって、技術センターとしての RDEC の活動を持続し、さらに強化・発展していくこと

は、バ国にとって重要であり、なお一層の技術移転が必要と考えられる。 
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５－３ 研修分野 

研修分野の活動は、研修ニーズ調査（以下、「TNA（Training Needs Assessment）」）を実施し、そ

の調査結果を元に LGED の持続的な機能発揮を目的として現行の研修システム改善案を策定する

ことである。 

 

５－３－１ 研修ユニットの背景 

 1982 年に SIDA 等の支援で初めて研修が始まり、1984 年にドナーのプロジェクト内に研修ユ

ニットが設置された。その後 1990 年に第 1 回目の TNA、1996 年に第 2 回目の TNA が行われた。

2000 年に初めて正規雇用のポストが付けられ、4 名の技師が研修ユニットに配属された。そし

て、2004 年から 2005 年にかけて第 3 回目の TNA が実施された。現在の研修ユニットには、技

監 1 名の下、4 名の正規職員と 4 名のコンサルタントが配置されている。 

  研修ユニットの役割は、LGED が組織としてバングラデシュの農村開発に責任のある機関とし

て存続していくため、必要な人材の育成を行うことである。ニーズ調査の実施や調査分析、そ

の結果などを基に研修の年間計画の作成、研修マニュアルの作成、研修の実施、研修の評価な

どが主な業務である。研修を行う対象は、LGED のスタッフはもちろんのこと、業者や受益者も

対象とする研修も実施している。 

昨今、研修プログラムの地方展開を円滑に行うため、10 の研修センターが設立されている。 

 

５－３－２ プロジェクトの成果 

(1) TNA の実施 

       2004 年 10 月～2005 年 3 月まで TNA は実施された。今回の TNA では、現業職員（ガー

ドマンなど）を除く 9,357 人の LGED 職員の内、1,578 人を無作為に選出してニーズ調査を

実施した。調査は筆記試験とインタビューからなる。筆記試験では、本部職員とコンサルタ

ントが作成した試験問題を与えて回答を評点し能力不足を分析し、さらにインタビューで必

要な研修項目などの聴取を行った。 

       その結果、(1) Project cycle management、(2) Progress and cost control、(3) Dimension control、

(4) Safety control、(5) Maintenance of buildings の 5 課題が新規課題として抽出された。そ

の中の 4 コース、①Project management、②Construction management、③Maintenance of 

infrastructure 及び④Computer operation がプロジェクトの対象とされた。そのうちに実際にプ

ロジェクトの研修計画に盛り込まれたものは①と②であり、今年度に実施される予定である。 

        表 5-3  TNA の結果として推薦された研修コースと対象職位 
Course name SE PD DPD XE UE/AE 

Project management      

Construction management      

Maintenance of infrastructure      

Computer operation      

Environmental management      

Procurement management       

Financial management      

Resource management      

Governance issues      



 29

Socio-economic issues      

SE：Superintending engineer, PD：Project director, DPD：Deputy project director,  
XE：Executive engineer, UE：Upazila engineer, AE: Assistant engineer 

 
表 5-4 TNA 結果が提言する研修課題 

Training course Course contents 
Project cycle 
Project steps 
Project implementation, reporting, monitoring and evaluation 

Project management 

Computerized maintenance management 
Supervision and quality control of works 
Testing of construction materials 

Construction management 

CPM, Bar chart 
Fundamental aspects 
Maintenance of roads 
Maintenance of concrete structures 
Maintenance of buildings 
Maintenance of water control structures 

Maintenance of infrastructure 

Customized maintenance management system 
Windows system, MS word, MS Excel Computer operation 
Operation of E-mail, internet etc 

 

(2) 研修ユニットの充実化 

ア．機材の供与 

研修ユニットには、研修用の機材としてデジタルカメラ、OHP、プロジェクター、コピ

ー機などが供与された。 

 

イ．新コースの設置 

研修分野の長期専門家の赴任が遅れたことなどの理由により TNA の実施は大幅に遅れ

た。よって、TNA の結果を待たずに不足技術の調査からの結果などを元に、基礎技術を

強化するために次の 8 つの新規研修コースが設立され、実施された。その 8 つのコース

とは、①STAAD-PRO（構造物設計ソフト）、②AGCGIS、③AutoCAD（設計ソフト）、④

GIS Software、⑤Road Roughness（道路の破損状況の測定技術）、⑥Total Station（地形測量

の技術）、⑦Quality Control（品質管理技術）、⑧Trainer’s Training（トレーナーのための研

修）である。 

2004/05 年度の研修実績（通常予算と開発予算による）は、2099 コースの研修が実施さ

れ、そのうち当該プロジェクトによる研修は 15 コース行われた。 

 

ウ．新技術の導入 

また、短期専門家によるプロセス記述法（PD 法）の導入により、C/P 自身が技術者を

育成するノウハウを身につけた。PD 法1のための研修が 2005/06 年度の政府予算による研

修計画に入り予算がつけられている事実から、この新手法が有効性の高いものとカウン

                                            
1  PD 法とは、移転する内容を示す写真の説明と注意事項を C/P に記述させることにより、技術移転と

移転した技術の確認・定着を図り、かつ技術マニュアルと普及用視聴覚教材を作製する方法と定義さ

れる。PD とは Process Description (過程記述)の略。JICA 金森専門員が開発したもの。 
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ターパート機関に認識されたことが確認できた。 

 

エ．研修管理システムの改善 

研修管理のためにそれまで使っていた FOXPRO というシステムから MS ACCESS へ変

え、独自に研修管理システム用ソフトを作成しデータベース化を始めた。それによって、

誰がいつ何の研修を受けたかなどの情報を蓄積し、研修者・受講者の偏りを防ぐことを

目的としている。しかし、スタッフの全体数（9,357 人）に加え、様々な雇用形態があり、

またプロジェクト毎に常時多くのドナーによる様々な研修が行われているという複雑な

現状の下、現行のシステムで、今の研修ユニットの人材で研修の履歴に関する全ての情

報を把握することは非常に難しいのが実情である。 
 

オ．マニュアルの整備 

上記の新たな研修コースの導入や新研修技術の導入に伴い、約 20 のマニュアルが作成

された。担当部と共同で作成されたものは 6 教材、研修ユニット独自で作成したものは

14 教材である。この作業を通し、スタッフのマニュアル作成能力は確実に向上した。ま

た、マニュアルの収集においても、170 のマニュアルが研修ユニットに集められた。 
 

表 5-3 作成されたマニュアルのリスト 
1. Financial & Accounting course 
2. Drawing course 
3. Estimating course 
4. Contractor’s course (Pre tendering) 
5. Contractor’s course (Quality Control and 

Management) 
6. Financial Management, Local Resource 

Mobilization, Operation & Maintenance 
of Markets and Ghats 

7. Basic Computer course for Union 
Parishad Secretary 

8. Concrete course, Road Construction and 
Maintenance course 

9. Uniform Financial Management System 
Software 

10. Training of Trainers  
11. Road and Road Structure 
12. Maintenance of Infrastructure 
13. Road Pavement 
14. Field Testing course 
15. Laboratory Testing course 
16. Leveling Survey course 
17. Land Surveying course 
18. Supervision of Infrastructure 

Construction 
19.  Quality Control Training   

 

カ．研修経費の改善 

研修事業の予算は、2003/04 年度からバ国政府の一般会計予算が付くようになり、その

額は毎年増加傾向にある。2003/04 年度は 100 万タカ、2004/05 年度は 160 万タカ、2005/06
年度は 250 万タカが計上されている。今後もこのペースで政府の研修予算が増加するこ

とが期待される。 
しかし、開発予算（ドナーの資金とバ国政府の資金から成る）から研修のために割り当

てられた予算は、2005/06 年度に関しては 1 億 2900 万タカが計上されており、研修予算

の全体の 98％を占め、通常予算（100％バ国政府の資金）は 2％に過ぎない。 
 

(3) 現行の研修システムの改善計画 

       TNA の分析結果とは別に、プロジェクトの実施計画（PO）で挙げられている、研修の改

善計画はまだ未策定である。これから策定の本格的な準備にかかるステップアッププランの

中に研修計画が盛り込まれる予定であるが、PO でいう improvement plan とはそのステップ
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アッププランに盛り込まれる研修計画を指すと調査団とプロジェクトの専門家の間で同意

された。 
       研修改善案は予算面と研修実施面から成る人材育成計画である。実施面では、今まで専

門家に指摘されたように、複数のプロジェクトに共通した研修コース内容とその研修教材の

整理･統合を行うことなどを考慮に入れ、研修効率を高める工夫が必要である。 
 
５－３－３ 今後の課題 

プロジェクトが当初行った技術調査で、不足技術の分野が明らかになったと同時に、研修ユ

ニットの活動が停滞していることが指摘された。研修の正規スタッフ 4 名のうち、3 つはポスト

だけで、実際に稼動しているのは 1 ポストだけである。これでは 9,000 人以上のスタッフを抱え

るカウンターパート機関が、ニーズに応じた研修を十分に行うことが出来る人材が質量ともに

不足していると言わざるを得ない。 
  研修ユニットに配属になっているが任務についていないスタッフが存在することの背景には、

研修ユニットの重要性が LGED 内であまり認識されていない事実がある。それゆえに、モチベ

ーションが低いスタッフが配属されているようである。この要因は他のやる気のあるスタッフ

にネガティブな効果をもたらす危険がある。このような組織カルチャーを変革させることは大

変難しいが、毎年増額している研修ユニットの通常予算をしっかり管理し、職員の人材育成に

貢献している実績を少しずつ積むより他にこの組織カルチャーを変革する余地はないだろう。

少なくとも、現在意識を高く持って業務を行っている職員へ妥当なインセンティブを与えるこ

とは肝要かと思われる。 

  今後研修教材を作成するに当たり、次の 2 点、①下位技術者用の教材は図を多用すべき、②

教材だけで自習できるように、演習もしくはケース･スタディを含むべき、が改善点として指摘

されている。これらに留意して、今後の研修教材作りに当たるべきである。 

  今までは研修を実施した後、特に評価を行っていない。今後は受講者評価を研修終了後に必

ず行う必要がある。 
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第６章 結論 
 

多くの活動については十分な達成状況にある｡評価時点で進捗が遅れている活動項目があるが、

残りの期間の活動を加速化・充実化させることにより、多くの目標の達成は可能。 

特に、LGED 職員（本所、地方機関を含む）の人材開発には大いに役立っている。直接の C/P

だけでなく、研修等を通じてより広い関係者への技術移転が始まっている。 

一方、ステップアッププランについては、その位置づけ・性格・内容についての考え方の整理

が遅れている。評価時点では、骨子素案の作成がなされている。 

本プロジェクトが、RDEC の立ち上げであることに留意し、当初の計画通り 2006 年 1 月をもっ

て終了することとする。 
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第７章 提言と教訓 
 
７－１ 提言 

(1) プロジェクト終了時までの活動に関する提言 

未達成の状況にある分野に関する着実な進捗を図る。特に、LGED における RDEC の位置

づけを明確にした上で、今後の機能充実・運営方針をステップアッププランとして作成し、

承認及び適切な財政的裏づけを用意する。その中では、各活動分野における短期、中期、長

期の目標を示した将来方向（特に具体的な活用方策）を示す。 

 

(2) プロジェクト終了後の RDEC 関連の活動に関する提言 

RDEC の活動を、より最終裨益者のニーズを反映させた農村インフラの向上を通して貧困削

減に寄与するような方向で強化する。 

ステップアッププランの財政的裏づけについては、RDEC からの情報提供を一部有料化する

こと等を検討し、より持続的なものとする。 

また、テクニカルライブラリーの利用状況の把握を十分に行うとともに、有用な情報の収

集・整理・管理の質を向上し、利活用状況の改善を図る。 

さらに、農村インフラ設計の技術基準の統一化に関しても、今後一層統一された基準の利用

を進めるとともに、内外への定着の推進に努める。 

 

７－２ 教訓 

本プロジェクトの主要な指標の一つに、「ステップアッププランの承認・予算化」がある。バ国

の場合、財政的なインプットの多くを他国ドナーによる支援に頼っており、予算は組織の人員数に

合わせた人件費に限定されていることがほとんどであるため、RDECの整備・運営活動に対する予

算化は実現可能性がきわめて低い。予算の裏づけに関する指標の設定に際しては、被援助国の予算

の仕組み・現実の配分について十分に理解を深めるべき。 
本プロジェクトの場合、PDMにおける活動と指標の関連付けがやや弱いことから、活動内容の成

果を評価する上で指標を直接使うことができなかった。活動内容と指標の関係付けを十分に図るべ

き。 
 

以  上 



 

 

 

付 属 資 料 

 

 

 

 

1．協議議事録（M/M）と評価レポート 

2．PDM（和文） 

3．達成・評価グリッド（和文） 

4．質問票回答集計 
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